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政府全体の外交方針に従い、重点国との間で教育・文化・スポーツ・科学技術

分野での国際交流政策の企画・立案・推進を行うとともに、国際協力を推進し、

同時に、外国人に対する教育の振興に関する基本的な政策の企画・立案に取り組

む。また、ユネスコ活動の振興政策の企画・立案・推進に取り組む。 

（１）新時代の教育のための国際協働  428 百万円  

(前年度予算額 396 百万円) 

激動する国際情勢を踏まえ、新しい時代に求められる資質・能力の育成に

資するため、各国の豊かな経験を相互に学び合うことが重要である。このため

には、人的交流を活性化させ、G7、G20 といった諸外国との関係強化を図るこ

とが求められている。こうした中、G7 や G20 教育大臣会合においても、この

ような動きをさらに加速させることで一致しており、我が国の唯一の同盟国で

ある米国との教育交流の推進、アジア地域における重要国との教職員交流の実

施、国際機関との連携により、新時代における教育の国際協働を推進する。 

◆日米教育交流の推進 297 百万円(297 百万円) 

「教育交流計画に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府の間の協定」に基

づき日米教育委員会に資金を拠出し、日本と米国の二国間の教育交流事業「フ

ルブライト奨学金事業」を実施する。

◆国際交流を通じた教育の質の向上   72 百万円(72 百万円) 

アジア諸国との二国間覚書等に基づく初等中等教職員交流を通じて、相互理

解の増進及び互いの国の教育事情の理解・教職員の資質向上を図る。

◆国際機関との連携  59 百万円(26 百万円) 

OECD の「Education2040」事業及び調査研究事業は、第４期教育振興基本

計画のコンセプトである「2040 年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創

り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」に資する

ものである。同事業に参画し、その調査研究等の成果を国内に還元するとと

もに、我が国の国内における最新の議論の成果を国際的に発信する。 

教育・文化・スポーツ・科学技術の分野での国際交流の振興及び 

国際協力の推進並びにユネスコ活動の振興 
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（２）日本型教育の海外展開（EDU-Port ニッポン）  106 百万円  

    (前年度予算額 75 百万円)  

アジア・アフリカなどグローバルサウス諸国から、「知・徳・体」のバラン

スの取れた力を育むことを目指す初等中等教育、質の高い理数教育・ICT 教

育、特別活動（掃除、学級会等）、特別支援教育、高専・専修学校等での産業

人材の育成など、我が国の教育への高い関心が寄せられている。このことは、

令和 7年 8月に開催された TICAD9 等においても示されたところ、関係省庁、

政府系機関、民間企業を含む教育関連機関等が協力して日本型教育の海外展開に取

り組む。

◆官民協働プラットフォームの運営 39 百万円(34 百万円) 

関係府省・機関や教育機関、民間企業等が連携した官民協働プラットフォ 

ームの下、事業の方針や戦略を策定するための官民有識者会議の開催、分科

会等を通じた関係者間での議論・情報共有、ウェブサイト等を活用した情報

発信、「知・徳・体」を一体的に育む日本の全人教育などを整理・体系化した

国際教育プログラムの戦略的な対外発信、EDU-Port ニッポン応援プロジェク

トの選定・支援、事業評価等を実施する。 

◆調査研究事業 50 百万円(30 百万円) 

 これまでの成果を踏まえ、戦略的な好事例の横展開と機関間連携等を図

る。重点国・地域の教育課題の解決に資するとともに、「知・徳・体」を一体

的に育む日本の全人教育や、学力だけでは測れない非認知能力の育成など、

日本の特色ある取組を現地で展開し、それを通じて得られた知見を国内の教

育に還元することを目的として行う調査研究を支援する。

（３）OECD 事業への協力  183 百万円 

 (前年度予算額 179 百万円) 

世界最大のシンクタンクである OECD が実施する教育政策上重要な課題に関

する調査・研究事業への参加を通じ、国際社会における責務を果たすととも

に、国内の教育施策に資する知見を得る。 

◆OECD/CERI 分担金   69 百万円(61 百万円) 

OECD の教育研究革新センター（CERI: Centre for Educational Research 

and Innovation）における、教育分野のイノベーションを推進するための教育

研究事業に参加することにより、教育分野における我が国のプレゼンスの向上

や国内の教育政策に資する知見を得る。 
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◆日本・OECD 事業協力信託基金拠出金       114 百万円(118 百万円) 

教育に関する国際的な調査である「生徒の学習到達度調査（PISA）」及び

世界の教育統計データに関する調査・分析・指標開発を行う「教育インディ

ケータ事業（INES）」に参加し、その結果を我が国の教育政策や教育実践等

に活かす。 

 

 

 

（４）国連大学事業への協力                     403 百万円  

    (前年度予算額 138 百万円＋令和７年度補正予算額 436 百万円) 
 
国連大学は国連のシンクタンクとして 1975 年に活動を開始した日本に本部

を置く唯一の国連機関であり、世界各地に設置された 13 の研究所を始めとし

て世界的なネットワークを有する。当初より有していた研究機能のほか、2009

年に学位の授与が可能となったことを受けて、修士・博士課程の学生を世界中

から受け入れるようになっており、教育機関としての機能も果たしている。 

国連との協定に基づく我が国の責務を全うすべく本部施設の計画的な修繕を

行うほか、ホスト国として、大学院プログラムの実施や、日本国内の大学・学

術機関との連携推進など国連大学による事業を支援し、国際社会で活躍する地

球規模課題解決に資する国内外の人材育成に貢献するとともに、SDGs 達成等

に向けた新たな知見の創出に寄与する。 

 

◆日本・国際連合大学共同研究事業拠出金     138 百万円(138 百万円) 
 

○大学院プログラム 

国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）では、修士課程・博

士課程（サステイナビリティ学）を開講し、国際社会での活躍が期待される

学生を養成している。UNU-IAS と日本国内の大学との国際連携を推進し、単

位互換プログラム等を提供する。 
 

  ○アフリカ出身学生への支援 

TICAD9 の成果等を踏まえ、UNU-IAS の大学院プログラムに在籍するアフ

リカ出身学生に対し、奨学金による支援を行う。 
     

    ○国際協力プロジェクト 

1,300 を超える大学・国連組織・NGO が参加する「高等教育サステイナビ

リティ・イニシアティブ(HESI)」において、高等教育における AI 活用の機

会とリスクに係る議論を行い、対話型のデジタル教育コンテンツを制作・公

開している。この取組みを通じて、世界の大学とネットワークを形成しつつ、

国内大学の HESI 参加を促進し、我が国の大学の国際化、海外における日本

の大学のプレゼンスの向上に資する。 
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 ○SDGs 推進グローバル人材育成のためのプラットフォーム構築 

我が国の大学と国連大学との連携推進の一環として、国連大学がハブと

なり、国内の大学が SDGs 推進に関して連携・対話を行うフォーラムを実施

する。 

 

◆国連大学の施設整備    264 百万円(令和７年度補正予算額 436 百万円) 
国際連合と我が国との協定に基づき、日本政府は国連大学本部施設の構造

的破損の予防・修繕に責任を有する。建設から 30 年以上が経過し施設が老朽

化していることを踏まえ、国内外の利用者が安全・安心に利用できる教育研

究環境を確保するため、計画的な修繕が必要不可欠である。経年劣化による

施設や業務への影響を避けるため、屋上防水改修及び空調配管その他改修設

計等を行う。  

 

 

 

（５）外国人材子弟の教育環境の戦略的整備           162 百万円  

   （新規） 
  

地域において外国人材の確保を進めるに当たって、子弟の教育環境の整備状

況が誘致・定着の大きな課題となっている。 個々の学校等における教育環境の

整備は一定程度進捗が見られる一方で、個々の教育資源を集約・ネットワーク

化し、小学校から高等学校まで安心して教育を受けるための環境を整備する取

組は十分とはいえない。このため、地域の教育資源を戦略的に調整しネットワ

ーク化する場を設置するなど、地域全体で外国人材子弟の教育環境を戦略的に

整備することを促進する。 

 

◆外国人材子弟の教育環境の戦略的整備に係る調査研究事業    161百万円(新規) 

地域の教育資源を外国人材子弟の受け入れの観点から関係者が横断的に調

整しネットワーク化することで、地域全体で外国人材の子弟が将来の見通しを

もって学べる環境を戦略的に整備する取組について、実践を通じて検証し、効

果的なモデルを構築する。  

 

 

 

（６）国際バカロレアの推進                            87 百万円  

(前年度予算額 85 百万円) 
 

国際バカロレア（IB）は、グローバル人材を育成する国際的な教育プログラ

ムであり、我が国は 1979 年より IB 機構に拠出を行い、近年では、政府とし

て、IB 認定校等を 200 校以上にする目標を各種政策文書で掲げ、国内での普
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及に取り組んできた。その結果、2023 年に目標を達成し、2026 年３月現在の

IB 認定校等数は 265 校となっている。 

また、「国際バカロレアの普及促進に向けた検討に係る有識者会議」（2022 年

度実施）の報告も踏まえ、IB 導入の効果等を可視化するための調査研究や好事

例等の収集を 2023 年度から開始した。今後、その成果を広く発信すること

で、自治体・学校・大学等での IB の導入や活用の検討を促す。 

◆国内推進体制の整備 59 百万円(57 百万円) 

IB の教育効果等に関する調査研究を行うとともに、「文部科学省 IB 教育推

進コンソーシアム」を通じた研究結果の発信、IB の導入・活用に関する個別

相談対応及びイベント等での情報交換の促進等を行う。 

◆国際バカロレア機構との協力 27 百万円(27 百万円) 

IB 機構との協力の下、高校レベルのディプロマ・プログラム（DP）の一部

科目について日本語での授業及び最終試験の受験を可能にし、国内での IB

教育の普及を促進する。 

（７）国内外におけるユネスコ活動の推進 455 百万円 

(前年度予算額 343 百万円) 

国際社会において分断や対立が深まる中、ユネスコにおいても米国が脱退を

表明するなどの混迷を極める情勢下で、教育、科学及び文化を通じて国際的な

理解と協力を促進し、世界の平和と人類の福祉に貢献するユネスコの役割は一

層重要となっている。日本として、ユネスコ活動に関する法律に規定する目標

の達成に向け、日本の知見・強みを生かして国際社会の課題解決に貢献すると

ともに、ユネスコにおけるリーダーシップを一層発揮し国益に資する事業成果

を創出すること、また国内においても、ユース世代を含む多様な主体の参画・

連携を促進し、ユネスコ活動の基盤を強化することが重要である。 

これらを実現するため、ユネスコへの信託基金の戦略的な拠出や多様なステ

ークホルダーが連携・協働するプラットフォームの整備等を通じて、国内外の

ユネスコ活動を有機的に結び付け、効果的な推進を図る。

◆ユネスコ事業への協力 265 百万円(184 百万円) 

日本が有する教育、科学、文化等の強み・知見を生かし、国際社会の課題解

決に貢献するとともに、ユネスコにおける我が国のリーダーシップを発揮し、

対象国との信頼関係の強化や、我が国の教育・科学・文化分野の政策や現場へ

の還元など、国益に資する事業成果を創出するための信託基金を戦略的・重点

的に拠出する。 
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○教育分野：ユネスコが主導機関としての役割を担う SDG4（教育）の達成に向

け、「持続可能な開発のための教育（ESD）」を推進する。その上で、新たに、

2030 年以降の教育アジェンダへの日本の教育理念の反映や、日本型教育の

国際展開を通じたグローバルサウス諸国との連携強化の取組を支援する。 
 

○科学分野：台風や豪雨など災害への対応の先進国である我が国の経験と技術

を生かし、アフリカ主要国における災害の軽減のため、現地人材の育成と体

制構築を支援する。また、海洋学、水文学、生物圏保存地域、ユネスコ世界

ジオパーク、オープンサイエンス等の分野において、日本の専門性を生かし、

政策形成、人材育成、ネットワーク構築等を支援する。 
 

○文化・コミュニケーション分野：自然災害等の危機に直面する記録物の保護・

保全に向けて、日本が有する豊富な経験・知見を生かし、各国・関係機関の

デジタル技術の活用を含む能力開発やネットワーク構築、記録物の保存・修

復やデジタル化等を支援する。 
 

 ◆ユネスコ未来共創プラットフォーム for 2030 ～UNESCOnnect～ 

168 百万円(139 百万円) 

ユース世代を含む国内外の多様な主体の連携・協働・学び合いを促進し、ユ

ネスコの理念・活動を社会全体に広げ、ユネスコ活動を通じた SDGs 達成への

貢献を強化するため、国際社会が一致して取り組む SDGs の達成年限である

2030年に向け、「ユネスコ未来共創プラットフォーム」の運営及び充実を図る。 

 

○ユネスコ未来共創プラットフォームの運営 
国内のユネスコ活動の推進拠点として、プラットフォーム事務局及びユネ

スコスクール事務局を運営するとともに、国内外のユネスコ活動の発展に資

する調査研究を実施する。 
 

○ユースによるユネスコ活動活性化支援 
国際会議への参加支援やユースフォーラムの開催等を通じてユースの主体

的な参画を促進するとともに、「ユネスコ日本ユース・ネットワーク」の設立

による全国的なユース・ネットワーク形成や、ユネスコ登録サイト等とユー

スの協働によるモデル事業の実施を通じて地域のユネスコ活動の活性化を図

る。また、これらの取組を通じて、中核人材の発掘・育成を強化し、将来のユ

ネスコ活動の担い手の確保及び国際機関等で活躍する次世代人材を育成する。 
 

○ユネスコ登録事業ネットワーク拠点運営 
ユネスコ世界ジオパーク事業に係る新規推薦・再認定審査への対応、ユネ

スコ世界ジオパークに対する専門的助言、ニーズを踏まえた研修の更なる充

実、優良事例の収集・展開、ユネスコ世界ジオパークを紹介する冊子の作成、

多言語情報発信の強化等を実施する。 
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動
す
る
国
際
情
勢
を
踏
ま
え
、新

し
い
時
代
に
求
め
ら
れ
る
資
質
・能
⼒
の
育
成
に
資
す
る
た
め
、各

国
の
豊
か
な
経
験
を
相
互
に
学
び
合
うこ
とが
重
要
で
あ

る
。こ
の
た
め
に
は
、⼈

的
交
流
を
活
性
化
させ
、G
7、
G
20
とい
った
諸
外
国
との
関
係
強
化
を
図
る
こと
が
求
め
られ
て
い
る
。G
7や
G2
0教

育
⼤
⾂
会
合
に
お

い
て
も
、こ
の
よ
うな
動
き
を
さら
に
加
速
させ
る
こと
で
⼀
致
して
お
り、
こう
した
中
、我

が
国
の
唯
⼀
の
同
盟
国
で
あ
る
⽶
国
との
教
育
交
流
の
推
進
、ア
ジ
ア
地
域

の
重
要
国
との
教
職
員
交
流
の
実
施
、国
際
機
関
との
連
携
に
よ
り、
新
時
代
に
お
け
る
教
育
の
国
際
協
働
を
推
進
す
る
。


国
際
交
流
を
通
じた
教
育
の
質
の
向
上

72
百
万
円
（
72
百
万
円
）

ア
ジ
ア
諸
国
と
の
⼆
国
間
覚
書
等
に
基
づ
く
初
等
中
等
教
職
員
交
流
を
実
施
。
実

相
互
理
解
の
増
進
及
び
互
い
の
国
の
教
育
事
情
の
理
解
・
教
職
員
の
資
質
を
向
上
。

諸
外
国
と
の
国
際
協
働
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
研
究
・
交
流
の
成
果
を
成
果
報
告
会
等
で
広
く
共
有
・

⽇
本
の
教
育
現
場
で
活
⽤
。
。


国
際
機
関
との
連
携

59
百
万
円
（
26
百
万
円
）

O
EC
Dの
Ed
uc
at
io
n2
04
0事

業
及
び
調
査
分
析
事
業
に
参
画
す
る
た
め
の
拠
出
を
実
施
。

国
際
機
関
の
調
査
研
究
等
の
成
果
を
国
内
に
還
元
す
る
と
と
も
に
、
我
が
国
の
国
内
に
お
け
る
最
新
の

議
論
の
成
果
を
国
際
的
に
発
信
。

。

事
業
内
容

＜
参
考
︓
関
連
覚
書
等
＞

•
教
育
交
流
計
画
に
関
す
る
⽇
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定
（
19
79
）

•
⽇
AS
EA
N友

好
協
⼒
に
関
す
る
ビ
ジ
ョ
ン
・
ス
テ
ー
ト
メ
ン
ト
（
20
13
）

・
⽇
本
国
⽂
部
科
学
省
と
イ
ン
ド
共
和
国
⼈
的
開
発
省
と
の
間
の
教
育
分
野
の
協
⼒
に
関
す
る
覚
書
（
20
15
）

•
O
EC
D教

育
⼤
⾂
会
合
閣
僚
宣
⾔
（
教
育
を
通
じ
た
公
正
な
社
会
の
構
築
に
関
す
る
宣
⾔
）
（
20
22
）

•
G7
富
⼭
・
⾦
沢
教
育
⼤
⾂
会
合
富
⼭
・
⾦
沢
宣
⾔
（
20
23
）

・
⽇
本
国
⽂
部
科
学
省
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
国
務
省
と
の
間
の
教
育
に
お
け
る
協
⼒
覚
書
（
20
23
）

成
果

成
果

成
果
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令
和

9年
度

要
求

・要
望

額
10

6百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

75
百

万
円

）


官

⺠
協

働
プ

ラッ
トフ

ォー
ムの

運
営

⽇
本

型
教

育
の

海
外

展
開

（
ED

U
-P

or
tニ

ッポ
ン

）

（
担

当
︓

⼤
⾂

官
房

国
際

課
）

◆
⽇

本
型

教
育

の
海

外
展

開
を

通
じ、

多
様

な
⽂

化
的

背
景

に
基

づ
く価

値
観

を
持

った
者

が
集

い
、理

解
し合

う教
育

研
究

環
境

の
実

現
を

推
進

し、
我

が
国

の
教

育
の

国
際

化
を

推
進

す
る

。ま
た

、親
⽇

・知
⽇

層
の

拡
⼤

、相
互

理
解

促
進

、留
学

⽣
の

受
⼊

れ
推

進
、関

係
国

との
パ

ー
トナ

ー
シ

ップ
の

構
築

、国
際

プ
レ

ゼ
ンス

の
向

上
を

図
る

。（
教

育
未

来
創

造
会

議
・第

⼆
次

提
⾔

R5
.4

閣
議

決
定

）
◆

グ
ロー

バ
ル

サ
ウス

諸
国

との
⼀

層
の

連
携

強
化

を
図

る
た

め
、⼈

材
育

成
・⼈

材
交

流
や

⽂
化

交
流

を
促

進
す

る
とと

も
に

、
官

⺠
で

連
携

して
、ビ

ジ
ネ

ス
環

境
の

改
善

や
プ

ロジ
ェク

ト⽀
援

を
⼀

体
とな

って
働

き
か

け
る

こと
が

重
要

。（
「グ

ロ
ー

バ
ル

サ
ウ

ス
諸

国
との

新
た

な
連

携
強

化
に

向
け

た
⽅

針
」R

6.
6内

閣
官

房
⻑

官
決

定
）

ア
ジ

ア
・ア

フリ
カ

な
どグ

ロ
ー

バ
ル

サ
ウ

ス
諸

国
か

ら、
国

の
成

⻑
を

担
う⼈

材
育

成
に

向
け

て
、⽇

本
型

教
育

（
⾼

い
基

礎
学

⼒
や

規
律

あ
る

⽣
活

習
慣

を
育

む
「知

・徳
・

体
」の

バ
ラ

ン
ス

の
とれ

た
初

等
中

等
教

育
、質

の
⾼

い
理

数
教

育
・I

CT
教

育
、責

任
感

・協
調

性
を

育
む

特
別

活
動

（
掃

除
、学

級
会

等
）

、教
員

同
⼠

が
相

互
に

学
び

あ
う授

業
研

究
、き

め
細

か
い

特
別

⽀
援

教
育

、⾼
専

・専
修

学
校

等
で

の
産

業
⼈

材
育

成
な

ど）
に

、⾼
い

関
⼼

が
寄

せ
られ

て
い

る
。

平
成

28
年

度
よ

り、
関

係
府

省
や

国
際

協
⼒

機
構

（
JI

CA
)、

教
育

機
関

、⺠
間

企
業

等
が

協
⼒

して
、「

⽇
本

型
教

育
の

海
外

展
開

官
⺠

協
働

プ
ラ

ット
フォ

ー
ム

」を
運

営
。

これ
ま

で
の

成
果

を
踏

ま
え

、令
和

9年
度

は
特

⾊
あ

る
⽇

本
型

教
育

の
戦

略
的

な
取

組
の

強
化

（
国

際
教

育
プ

ログ
ラム

「知
・徳

・体
CH

I-
TO

KU
-T

AI
」（

仮
称

）
の

グ
ロー

バ
ル

サ
ウス

諸
国

へ
の

働
き

か
け

）
と国

内
の

教
育

・経
済

成
⻑

へ
の

還
元

と横
展

開
を

推
進

す
る

。

背
景

事
業

概
要


ED

U-
Po

rtニ
ッポ

ン応
援

プ
ロジ

ェク
トの

採
択

・⽀
援

•
⽂

科
省

から
の推

薦
レタ

ー発
⾏

、
呼

称
・ロ

ゴ使
⽤

等


調

査
研

究
事

業
•
経

費
⽀

援
、個

別
相

談
、呼

称
・ロ

ゴ使
⽤

等
•
重

点
国

・地
域

の教
育

課
題

の解
決

に資
す

ると
とも

に、
「知

・徳
・体

」を
⼀

体
的

に育
む⽇

本
の全

⼈
教

育
や

、学
⼒

だけ
では

測
れ

な
い⾮

認
知

能
⼒

の育
成

な
ど、

⽇
本

の特
⾊

ある
取

組
を現

地
で展

開
し、

それ
を通

じて
得

られ
た知

⾒
を国

内
の教

育
に還

元
す

内
の教

育
に還

元
す

る事
業

を⽀
援

 

■
「調

査
研

究
」

「 応
援

プ
ロ

ジ
ェク

ト」
に

お
い

て
、5

9か
国

・地
域

に
て

17
5件

の
事

業
を

実
施

（
20

16
（

H2
8）

〜
20

26
（

R8
）

年
度

）
。


国

際
教

育
プ

ログ
ラム

「知
・徳

・体
CH

I-
TO

KU
-T

AI
」（

仮
称

）
の

対
外

発
信

、
認

証
評

価
の

仕
組

み
の

検
討

働
きか

け
パ

イロ
ット

実
施

実
施

国
の拡

⼤
プロ

グラ
ム作

成
2
0
2
6
（R

8
）

複
数
年
を
か
け
て
実
施
を
想
定

CH
I-

TO
KU

-T
AI

 
プ

ロ
グ

ラ
ム

計
画

〇
調

査
研

究
事

業
︓

＜
ガ

ー
ナ

＞
公

⽂
教

育
研

究
会

（
20

25
年

度
か

ら実
施

）
「個

⼈
別

算
数

学
習

等
の

学
校

教
育

へ
の

導
⼊

及
び

学
⼒

と⾮
認

知
能

⼒
向

上
の

効
果

検
証

」

•
「知

・徳
・体

」シ
ンポ

ジウ
ム、

主
要

外
交

⾏
事

にお
ける

国
際

フォ
ーラ

ム開
催

•
重

点
国

・地
域

の政
府

関
係

者
等

を対
象

とす
るス

クー
ルビ

ジ
ット

の実
施

•
プロ

モー
ショ

ン動
画

等
広

報
物

の作
成

•
パ

イロ
ット

の実
施

•
プロ

グラ
ムと

学
⼒

向
上

の関
係

調
査

、認
証

評
価

の仕
組

み
の検

討

•
⽅

針
決

定
・戦

略
策

定
のた

めの
官

⺠
有

識
者

会
議

の開
催

•
分

科
会

等
を通

じた
関

係
者

間
での

議
論

・情
報

共
有

•
ウェ

ブサ
イト

や
メー

ル等
を活

⽤
した

国
内

外
での

情
報

発
信

•
事

業
評

価
・「

指
で

数
え

る
」か

ら「
暗

算
」へ

。
・計

画
性

・時
間

厳
守

・気
⼒

な
ど⾮

認
知

能
⼒

も
向

上
。

・ガ
ー

ナ
公

教
育

で
の

普
及

を
⽬

指
す

。

⽇
本

の
教

育
が

⻑
年

培
って

き
た

教
育

実
践

の
うち

、世
界

的
課

題
の

解
決

に
資

す
る

取
組

を
「知

・徳
・

体
」プ

ログ
ラム

（
仮

称
）

とし
て

整
理

・体
系

化
。そ

の
普

及
を

⽬
指

し、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
、タ

イ
、エ

ジ
プ

ト、
ユ

ネ
ス

コな
ど重

点
国

・国
際

機
関

との
関

係
を

強
化

。

「⽇
・シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
教

育
分

野
に

お
け

る
⼆

国
間

会
談

共
同

サ
マ

リー
」の

公
表

（
20

26
.7

）
 

2
0
2
７
（R

９
）

企
業

の
多

くが
、

ED
U-

Po
rt

に
よ

って
海

外
の

学
校

現
場

へ
参

⼊
しや

す
くな

り、
⽇

本
の

特
⾊

あ
る

教
育

⼿
法

とコ
ンテ

ンツ
の

海
外

展
開

を
加

速
させ

た
。 

〇
応

援
プ

ロ
ジ

ェク
ト︓

＜
イ

ン
ドネ

シ
ア

＞
カ

シ
オ

計
算

機
（

20
25

〜
) 

「探
求

型
数

学
教

育
の

普
及

・定
着

⽀
援

事
業

」

■
⽇

本
型

教
育

展
開

に
向

け
た

連
携

直
近

の
成

果
事

例

〇
応

援
プ

ロ
ジ

ェク
ト︓

＜
フィ

リピ
ン

＞
ヤ

マ
ハ

（
20

25
〜

) 
「初

等
教

育
へ

の
⽇

本
型

⾳
楽

教
育

導
⼊

事
業

」
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国
連
⼤
学
施
設
の
整
備

現
状
・課
題

⽼
朽
化
が
進
⾏
す
る
国
連
⼤
学
本
部
施
設
を
整
備
す
る
こと
で
、在

籍
す
る
学
⽣
や
研
究
者
を
は
じめ
とし
た
施
設
利
⽤
者
の
安
全
・安
⼼
な
教
育
研
究
環
境
の
確
保
や
、

災
害
時
の
被
害
拡
⼤
防
⽌
を
通
じ、
防
災
・減
災
・国
⼟
強
靱
化
を
推
進
す
る
。

事
業
内
容

（
担
当
︓
⼤
⾂
官
房
国
際
課
）


国
連
⼤
学
は
、
国
連
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
と
し
て
19
75
年
に
活
動
を
開
始
し
た
⽇
本
に
本
部
を
置
く
唯
⼀
の
国
連
機
関
。
研
究
機
能

の
ほ
か
、
20
09
年
に
学
位
の
授
与
が
可
能
と
な
り
、
修
⼠
・
博
⼠
課
程
の
学
⽣
を
世
界
中
か
ら
受
け
⼊
れ
、
教
育
機
関
と
し
て
の
機

能
も
果
た
し
て
い
る
。


本
部
施
設
は
、
国
際
連
合
と
⽇
本
国
と
の
間
の
協
定
に
基
づ
き
、
⽂
部
省
(当
時
)が
19
92
年
に
建
設
し
無
償
で
供
⽤
し
て
い
る
国
有

財
産
で
あ
り
、
⽇
本
政
府
が
そ
の
構
造
的
破
損
の
予
防
・
修
繕
に
責
任
を
有
す
る
。


竣
⼯
後
30
年
以
上
が
経
過
し
施
設
の
既
存
不
適
格
や
⽼
朽
化
が
進
⾏
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
修
繕
・
改
修
が
必
要
で
あ
る
。

国
際
連
合
⼤
学
本
部
施
設


我
が
国
に
本
部
を有

す
る唯

⼀
の
国
連
機
関
で
あ
る国

連
⼤
学
に
対
し、
必
要
な
本
部
施
設
の
整
備
を通

じて
、国
際
連
合
との
協
定
上
の
⽇
本
政
府
の
責
任
を
果
た
す
。


国
内
外
の
利
⽤
者
に
安
全
・安
⼼
な
教
育
研
究
環
境
を提

供
し、
国
連
⼤
学
が
国
連
シ
ス
テム
の
シ
ンク
タ
ンク
とし
て
の
役
割
を
果
た
す
上
で
の
必
要
な
環
境
を
整
備
す
る
。

期
待
さ
れ
る
効
果

国
の
直
轄
事
業
で
あ
り
、
⼀
般
競
争
⼊
札

に
よ
り
業
者
を
選
定
、
⼯
事
を
実
施
。

国

請
負
業
者

ス
キ
ー
ム
図

空
調
配
管
そ
の
他
改
修
設
計
等

空
調
配
管
内
部
の
錆
・腐
⾷
な
どに
よ
る
ピ
ン
ホ
ー
ル
か
らの
漏
⽔
や
、フ
ァン
コイ

ル
ユ
ニッ
トの
詰
ま
り等

に
よ
る
空
調
設
備
の
機
能
停
⽌
が
発
⽣
して
い
る
こと
か
ら、

早
急
に
更
新
を
⾏
うた
め
の
設
計
等
を
⾏
う。

2
6
4
百

万
円

令
和

9
年

度
要

求
・
要

望
額

）
4
3
6
百

万
円

（
令

和
7
年

度
補

正
予

算
額

屋
上
防
⽔
改
修

経
年
劣
化
に
よ
る
施
設
屋
上
の
防
⽔
機
能
の
低
下
に
伴
う施

設
内
へ
の
漏
⽔

に
よ
る
業
務
へ
の
影
響
を
避
け
る
た
め
、早

急
に
改
修
を
⾏
う。
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⽀
援
・協
働

実
施
主
体

外
国
⼈
材
⼦
弟
の
教
育
環
境
の
戦
略
的
整
備

背
景
・課
題


実
施
主
体
は
、外

国
⼈
材
⼦
弟
が
将
来
の
⾒
通
しを
も
って
学
べ
る
教
育
環
境
を
地
域

全
体
で
戦
略
的
に
整
備
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。


具
体
的
に
は
、地

域
に
お
け
る
教
育
資
源
の
整
備
状
況
を
踏
ま
え
た
戦
略
を
策
定
し、

・各
教
育
機
関
に
お
け
る
教
育
実
践
の
発
展
・深
化

・保
護
者
向
け
ワ
ンス
トッ
プ
相
談
窓
⼝
・W
EB
サ
イト
の
整
備

・英
語
指
導
が
可
能
な
⾼
度
教
員
の
確
保
・派
遣

・校
種
横
断
的
な
教
員
研
修
の
実
施

等
の
取
組
を
実
施
す
る
。

※
令
和
6〜

8年
度
「⾼
度
外
国
⼈
材
⼦
弟
の
教
育
環
境
の
整
備
に
係
る
調
査
研
究
事
業
」に
お
い
て
開
発
され
た
成
果
物
も
活
⽤

事
業
内
容


外
国
⼈
材
の
確
保
を
進
め
る
に
当
た
って
、そ
の
⼦
弟
の
教
育
環
境
の
整
備
状
況
が
誘
致
・定
着
の
⼤
き
な
課
題
とな
って
い
る
。


個
々
の
学
校
等
に
お
け
る
環
境
整
備
の
取
組
は
⼀
定
程
度
進
捗
が
み
られ
る
⼀
⽅
で
、地

域
全
体
で
情
報
集
約
し、
不
⾜
す
る
取
組
を
補
い

な
が
らネ
ット
ワ
ー
ク
化
す
る
仕
組
み
は
⼗
分
とは
い
え
な
い
。


⼩
学
校
か
ら⾼

等
学
校
ま
で
⼀
貫
した
教
育
環
境
を
確
保
す
る
た
め
に
、地

域
の
産
業
構
造
や
将
来
の
集
積
を
⾒
据
え
つ
つ
、関

係
者
が
横
断

的
に
連
携
して
教
育
資
源
を
戦
略
的
に
調
整
・強
化
す
る
取
組
を
推
進
し、
効
果
的
な
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。

令
和
９
年
度
要
求
・要
望
額

１
６
１
百
万
円

（
新
規
）

地
⽅
公
共
団
体
、

産
業
界
、⼤

学
、

学
校
関
係
者

等

協
議
体

戦 略 策 定
教
員
研
修

相
談
窓
⼝
の
整
備

所
管
教
育
施
設
に
お
け
る
実
践

⼈
材
確
保

取
組
例

共
同
実
施
機
関
B

<
実
践
例
>

教
材
開
発

保
護
者
⽀
援
・地
域
連
携

事
業
実
施
イ
メ
ー
ジ

共
同
実
施
機
関
A

<
実
践
例
>

外
国
⼈
⼦
弟
へ
の
教
育
実
践

公
⽴
学
校
との
連
携
・交
流

・対
⽇
直
接
投
資
促
進
戦
略
（
20
21
.6

対
⽇
直
接
投
資
推
進
会
議
決
定
）

・未
来
を
創
造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イニ
シ
アテ
ィブ
（
第
⼆
次
提
⾔
）
（
20
23
.4

教
育
未
来
創
造
会
議
）

・新
しい
資
本
主
義
の
グ
ラン
ドデ
ザ
イン
及
び
実
⾏
計
画
20
24
年
改
訂
版
（
20
24
.6

閣
議
決
定
）

・外
国
⼈
との
共
⽣
社
会
の
実
現
に
向
け
た
ロー
ドマ
ップ
（
20
25
.6

外
国
⼈
材
の
受
⼊
れ
・共
⽣
に
関
す
る
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

・外
国
⼈
材
の
受
⼊
れ
・共
⽣
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
（
令
和
7年

度
改
訂
）
（
20
25
.6

外
国
⼈
材
の
受
⼊
れ
・共
⽣
に
関
す
る
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

・対
⽇
直
接
投
資
促
進
プロ
グ
ラム
20
26
（
20
26
.7

対
⽇
直
接
投
資
推
進
会
議
決
定
）

実
施
機
関
A

実
施
機
関
B

実
施
機
関
C

個
々
の
学
校
等
が

単
独
で
実
践

主
な
関
連

政
策
⽂
書


事
業
規
模
︓
80
百
万
円
×
2件

（
予
定
）

（
例
︓
実
施
主
体
47
百
万
円
、共

同
実
施
機
関
26
百
万
円
、そ
の
他
7百

万
円
）


事
業
期
間
︓
3年

間
（
令
和
９
年
度
〜
令
和
11
年
度
）


実
施
主
体
︓
地
⽅
公
共
団
体
（
都
道
府
県
、指

定
都
市
等
）

法
⼈
格
を
所
有
す
る
団
体
（
た
だ
し地

⽅
公
共
団
体
との
連
携
を
前
提
とす
る
)

（
担
当
︓
⼤
⾂
官
房
国
際
課
）
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国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
の
推
進

令
和
９
年
度
要
求
・要
望
額

86
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

85
百
万
円
）


国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
（
IB
）
は
、
探
究
型
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
基
づ
く
双
⽅
向
・
協
働
型
授
業
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ

ル
⼈
材
を
育
成
す
る
国
際
的
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
IB
校
の
認
定
は
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
（
ス
イ
ス
）
に
あ
る
IB
機
構
が

⾏
っ
て
お
り
、
世
界
約
16
0の

国
・
地
域
の
6,
20
0校

以
上
（
20
26
年
5⽉

現
在
）
が
IB
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
実
施
。

⾼
校
レ
ベ
ル
の
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
DP
）
で
は
、
国
際
的
に
通
⽤
す
る
⼤
学
⼊
学
資
格
（
IB
資
格
）
を

取
得
可
能
。


我
が
国
は
、
19
79
年
よ
り
IB
機
構
に
拠
出
を
⾏
い
、
近
年
で
は
、
政
府
と
し
て
IB
認
定
校
等
を
20
0校

以
上
に

す
る
⽬
標
を
各
種
政
策
⽂
書
で
掲
げ
、
⽇
本
語
で
⼀
部
実
施
可
能
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
や
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の

設
⽴
等
、
国
内
で
の
普
及
に
係
る
取
組
を
推
進
。
こ
の
結
果
、
20
23
年
に
⽬
標
を
達
成
。


ま
た
、
「
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
の
普
及
促
進
に
向
け
た
検
討
に
係
る
有
識
者
会
議
」
（
20
22
年
度
実
施
）
の
取
り
ま

と
め
結
果
も
踏
ま
え
、
IB
導
⼊
の
教
育
効
果
等
を
可
視
化
す
る
た
め
の
調
査
研
究
や
好
事
例
等
の
収
集
を
20
23
年

度
か
ら
開
始
。
各
種
イ
ベ
ン
ト
や
HP
等
を
通
じ
、
そ
の
成
果
を
広
く
発
信
す
る
こ
と
で
、
IB
の
更
な
る
導
⼊
や
活

⽤
の
検
討
を
促
進
。
20
26
年
3⽉

現
在
の
IB
認
定
校
等
数
は
26
5校

。

⽂
部
科
学
省
IB
教
育
推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
活
⽤
し
、
国
内
で
の
IB
教
育
の
普
及
を
促
進
。

＜
関
連
政
策
⽂
書
＞

○
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
⾏
計
画
20
23
改
訂
版
（
令
和
５
年
６
⽉
16
⽇
閣
議
決
定
）

○
第
４
期
教
育
振
興
基
本
計
画
（
令
和
５
年
６
⽉
16
⽇
閣
議
決
定
）

○
未
来
を
創
造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
（
第
⼆
次
提
⾔
）
（
令
和
５
年
４
⽉
27
⽇
教
育
未
来
創
造
会
議
）

○
海
外
か
ら
の
⼈
材
・
資
⾦
を
呼
び
込
む
た
め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
令
和
５
年
４
⽉
26
⽇
対
⽇
直
接
投
資
推
進
会
議
）

○
デ
ジ
タ
ル
⽥
園
都
市
国
家
構
想
基
本
⽅
針
（
令
和
４
年
６
⽉
７
⽇
閣
議
決
定
）

趣
旨

（
担
当
︓
⼤
⾂
官
房
国
際
課
）

③
国
内
⼤
学
の
国
際
化
・
活
性
化

国
内
⼤
学
の
⼊
試
で
の
IB
の
活
⽤
に
よ
り
、
国
内
外
の
優
秀
な
IB
⽣
を
呼
び
込
む

②
海
外
へ
の
進
学
拡
⼤

IB
資
格
を
活
⽤
（
IB
ス
コ
ア
の
活
⽤
、
学
⼒
試
験
の
免
除
等
）
し
た
海
外
へ
の
進
路
の

多
様
化

①
グ
ロ
ー
バ
ル
⼈
材
育
成

幅
広
い
知
識
の
探
究
ス
キ
ル
、
課
題
発
⾒
・
解
決
能
⼒
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
⼒
、

国
際
的
な
視
野
等
を
育
成

事
業
①
国
内
推
進
体
制
の
整
備
（
2団

体
）

59
百
万
円
（
57
百
万
円
）

事
業
②
IB
機
構
と
の
協
⼒

27
百
万
円
（
27
百
万
円
）

【
主
な
取
組
】

○
IB
の
教
育
効
果
等
（
卒
業
後
の
進
路
、
⼤
学
進
学
後
の
成
績
等
）
に
関
す
る
調
査
研
究

○
IB
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
⾃
治
体
・
学
校
・
⼤
学
等
の
個
別
相
談
対
応
や
取
組
⽀
援

○
各
種
イ
ベ
ン
ト
や
HP
等
を
通
じ
た
情
報
発
信
や
関
係
者
間
の
情
報
交
換
等
の
促
進

○
IB
校
と
⾮
IB
校
の
学
校
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
⽀
援

DP
の
⼀
部
科
⽬
に
つ
い
て
⽇
本
語
で
の
授
業
及
び
最
終
試
験
の
受
験
を
可
能
に
し
（
⽇
本
語

D
P）

、
国
内
で
の
IB
教
育
の
普
及
を
促
進
。

事
業
内
容
（
令
和
5〜

9年
度
（
5か
年
）
）

IB
推
進
の
効
果

【
主
な
協
⼒
】

○
⽇
本
語
DP
の
実
施
に
必
要
な
体
制
の
整
備

○
⽇
本
語
DP
導
⼊
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
等
の
実
施

○
IB
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
各
科
⽬
の
指
導
⼿
引
等
の
翻
訳
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ユ
ネ

ス
コ事

業
へ

の
協

⼒
〜

我
が

国
の

プ
レ

ゼ
ン

ス
向

上
と国

益
に

資
す

る
事

業
成

果
の

創
出

〜

○
戦
後
、我

が
国
が
初
め
て
加
盟
した
国
際
機
関
で
あ
る
ユ
ネ
ス
コと
は

⻑
年

に
わ

た
り緊

密
な

パ
ー

トナ
ー

シ
ップ
を
形
成
。

今
年
、ユ
ネ
ス
コ設

⽴
80
周
年
、⽇

本
の

ユ
ネ

ス
コ加

盟
75

周
年
を
迎
え
た
。2
02
5年

11
⽉
に
は
、エ
ル
ア
ナ
ー
ニー
事
務
局
⻑
（
エ
ジ
プ
ト）

が
就
任
。

○
20
26
年
12
⽉
に
予
定
され
る

⽶
国

の
ユ

ネ
ス

コ脱
退

に
伴

う深
刻

な
財

政
難
（
分
担
⾦
の
22
％
減
）
の
中
、加

盟
国
か
らの
任
意
拠
出
⾦
の
⽐
重
が
⾼
ま
って
い

る
。こ
うし
た
状
況
の
中
、ユ
ネ
ス
コへ
の
拠
出
⾦
を
通
じて
我
が
国
とユ

ネ
ス

コと
の

連
携

を
⼀

層
強

化
し、

プ
レ

ゼ
ン

ス
の

向
上

と国
際

的
な

評
価
を
得
る
こと
を
⽬
指
す
。

○
具
体
的
に
は
、S

D
G

4・
ES

D
、災

害
に

関
す

る
教

育
協

⼒
、科

学
（

海
洋

学
、ユ

ネ
ス

コ世
界

ジ
オ

パ
ー

ク
、⽣

物
圏

保
存

地
域

、⽔
⽂

学
、オ

ー
プ

ン
サ

イ
エ

ン
ス

等
）

、「
世

界
の

記
憶

」な
どの
事
業
に
お
い
て
、我

が
国

の
強

み
を

⽣
か

した
プ

ロ
ジ

ェク
トを

実
施

し、
国

益
に

資
す

る
事

業
成

果
を
⽣
み
出
す
。

事
業

概
要

・⽬
的

26
5百

万
円

18
4百

万
円
）

令
和
９
年
度
要
求

・要
望
額

（
前
年
度
予
算
額

SD
G

s実
現

の
た

め
の

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
戦

略
的

⽀
援

信
託

基
⾦

拠
出

⾦
10

0百
万

円
（

70
百

万
円

）
国
連
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
SD
G4
（
教
育
）
の
主
導
機
関
で
あ
る
ユ
ネ
ス
コが
実
施
す
る

SD
G

4の
推

進
及

び
ポ

ス
トS

D
G

4の
検

討
に

係
る

取
組

等
を

戦
略

的
に

⽀
援
す
る
。

（
具
体
的
な
事
業
内
容
）

○
SD
G4
の
達
成
に
向
け
た
「E
SD

fo
r
20
30
」の
取
組
推
進
及
び
ES
Dを

基
礎
とし
た
ポ
ス
トS
DG
4策

定
⽀
援

○
⽇
本
型
教
育
の
グ
ロー
バ
ル
サ
ウス
へ
の
展
開
の
た
め
の
パ
イロ
ット
事
業
の

実
施

○
教
員
の
地
位
に
関
す
る
勧
告
の
改
訂
に
係
る
政
府
間
会
合
の
開
催
⽀
援
等

ユ
ネ

ス
コ地

球
規

模
の

課
題

の
解

決
の

た
め

の
科

学
事

業
信

託
基

⾦
拠

出
⾦

11
0百

万
円

（
69

百
万

円
）

我
が
国
の
科
学
分
野
に
お
け
る
豊
富
な
知
⾒
・経
験
を
⽣
か
しな
が
ら、

海
洋

学
、ユ

ネ
ス

コ世
界

ジ
オ

パ
ー

ク
、⽣

物
圏

保
存

地
域

、⽔
⽂

学
、

オ
ー

プ
ン

サ
イ

エ
ン

ス
等

の
ユ

ネ
ス

コ科
学

事
業

へ
の

⽀
援
を
通
じて
、

SD
Gs
の
実
現
へ
貢
献
す
る
。

（
具
体
的
な
事
業
内
容
）

○
ユ
ネ
ス
コ政

府
間
海
洋
学
委
員
会
の
機
能
強
化

○
ユ
ネ
ス
コ世

界
ジ
オ
パ
ー
クの
新
規
・再
認
定
の
推
進

○
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
ユ
ネ
ス
コ登

録
地
域
の
気
候
変
動
へ
の
適
応
等

ユ
ネ

ス
コ「

世
界

の
記

憶
」協

⼒
事

業
信

託
基

⾦
拠

出
⾦

30
百

万
円

（
20

百
万

円
）

「世
界

の
記

憶
」へ

の
戦

略
的

・重
点

的
⽀

援
に

よ
り、

我
が

国
が

主
導

的
な

役
割

を
果

た
せ

る
環

境
を

醸
成
す
る
とと
もに
、記

録
物
の
保
護
・保
全
が
図
られ

る
環
境
の
整
備
に
貢
献
す
る
。

（
具
体
的
な
事
業
内
容
）

○
地
域
の
実
状
に
応
じた
記
録
物
の
保
護
等
の
た
め
の
⽀
援

○
記
録
物
の
保
存
・ア
クセ
ス
に
対
す
る
国
際
的
な
意
識
向
上
に
向
け
た
研
修
等
の
⽀
援

○
⽇
本
の
⾼
い
技
術
⼒
を
活
⽤
した
記
録
物
の
保
護
・ア
クセ
ス
向
上

等

開
発

途
上

国
へ

の
教

育
協

⼒
事

業
信

託
基

⾦
拠

出
⾦

25
百

万
円

（
25

百
万

円
）

台
⾵
や
豪
⾬
な
ど災

害
へ
の
対
応
の
先
進
国
で
あ
る
我
が
国
の
経
験
と技

術
を
⽣
か
して
、ア

フリ
カ

主
要

国
に

お
け

る
災

害
の

軽
減

の
た

め
の

現
地

⼈
材

の
育

成
と体

制
構

築
を
⾏
う。

（
具
体
的
な
事
業
内
容
）

○
⽔
災
害
に
対
す
る
早
期
警
戒
シ
ス
テ
ム
に
係
る
各
国
の
⾏
政
機
関
や
研
究
者

の
能
⼒
開
発

○
⽇
本
の
機
関
を中

⼼
とし
た
、現
地
で
の
災
害
対
策
の
研
修
や
会
議
の
開
催

○
アジ
ア諸

国
を先

⾏
事
例
とし
た
⽔
災
害
対
応
の
プラ
ット
フォ
ー
ム
構
築

等
〜〜

〜〜
〜〜

〜〜

（
担
当
︓
国
際
統
括
官
付
）
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ユ
ネ

ス
コ世

界
ジ

オ
パ

ー
ク

事
業

の
新

規
推

薦
・再

認
定

審
査
（
認
定
後
4年

に
１
度
）

に
係

る
業

務
を

実
施
。ま
た
、ユ
ネ
ス
コ世

界
ジ
オ
パ
―
クに
対
す
る

専
⾨

的
助

⾔
、研

修
・情

報
発

信
、さ
ら

に
、⽇

本
の
ユ
ネ
ス
コ世

界
ジ
オ
パ
ー
クの

優
良

事
例

を
収

集
・展

開
し、
既
存
の
ユ
ネ
ス
コ世

界
ジ
オ

パ
ー
クの
活
動
の
活
性
化
を
進
め
る
とと
も
に
、ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

た
研

修
の

更
な

る
充

実
、「

地
域

未
来

戦
略
」の
「イ
ン
バ
ウン
ド促

進
」に
お
け
る
地
⽅
誘
客
に
も
資
す
る
、国

際
的
に

ユ
ネ

ス
コ世

界
ジ

オ
パ

ー
ク

を
紹

介
す

る
冊

⼦
の

作
成
、多

⾔
語

情
報

発
信

の
強

化
な
どを
実
施
す
る
。

ユ
ネ

ス
コ未

来
共

創
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
fo

r 
20

30
〜

U
N

ES
CO

nn
ec

t〜


令
和
6年

3⽉
に
⽇
本
ユ
ネ
ス
コ国

内
委
員
会
に
よ
って
ま
とめ
られ
た
提
⾔
に
お
い
て
指
摘
され
た
事
項
に
対
す
る
重
点
的
な
取
組
を
通
じて
、国

内
外

の
多

様
な

主
体

の
連

携
・協

働
・学

び
合

い
を

促
進
す
る
とと
も
に
、ユ
ネ
ス
コ活

動
の
担
い
⼿
育
成
及
び
ユ
ネ
ス
コ登

録
事
業
の
活
性
化
を
図
り、

ユ
ネ

ス
コの

理
念

・活
動

の
更

な
る

普
及

・促
進
を
⽬
指
す
。


国
際
社
会
が
⼀
致
して
取
り組

む
SD

G
sの

達
成

年
限

で
あ

る
20

30
年

に
向

け
て

、令
和

2年
度

に
開

始
し

た
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
事

業
を

拡
充

し
、多

様
な

主
体

が
参

画
す

る
ユ

ネ
ス

コ
活

動
を

社
会

全
体

で
展

開
す

る
こと

に
よ

り、
SD

G
s達

成
に

貢
献
す
る
。

ユ
ネ

ス
コ

の
中

期
戦

略
に

お
い

て
ユ

ー
ス

が
優

先
グ

ル
ー

プ
とし

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こと
を
踏
ま
え
、ユ

ー
ス

の
国

際
会

議
へ

の
参

加
⽀

援
や

ユ
ー

ス
フォ

ー
ラ

ム
の

開
催

、多
様

な
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
との

連
携

・協
働

⽀
援
を
⾏
う。
令
和
９
年
度
は

「ユ
ネ

ス
コ⽇

本
ユ

ー
ス

・ネ
ット

ワ
ー

ク
」を

設
⽴
し、
幅
広
い
ユ
ー
ス
の
参
画
に
よ
る

全
国

的
な

ネ
ット

ワ
ー

ク
形

成
を
図
る
とと
も
に
、活

動
の

企
画

⽴
案

・実
践

を
担

う中
核

層
の

ユ
ー

ス
の

発
掘

・育
成

を
強

化
す
る
。ま
た
、ユ
ネ
ス
コ登

録
サ
イト
等
とユ
ー
ス
の
協
働
に
よ
る

モ
デ

ル
事

業
を

実
施

し、
地

域
の

ユ
ネ

ス
コ活

動
の

活
性

化
を
図
る
。こ
れ
らの
取
組
を
通
じて
、将

来
の
ユ
ネ
ス
コ活

動
を
担
う⼈

材
や
国
際
機
関
等
で
活
躍
す
る

次
世

代
⼈

材
の

育
成
に
つ
な
げ
る
。

現
状

課
題

令
和
９
年
度
要
求
・要
望
額

 1
68
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

13
9百

万
円
）

「国
際

情
勢

等
を

踏
ま

え
た

ユ
ネ

ス
コ活

動
等

の
推

進
に

つ
い

て
の

提
⾔

」（
令
和
6年

3⽉
⽇
本
ユ
ネ
ス
コ国

内
委
員
会
）


現
在
の
複
雑
な
国
際
情
勢
下
に
お
い
て
、教

育
・科
学
・⽂
化
を
通
じて
平
和
と相

互
理
解
の
促
進
に
取
り組

む
ユ
ネ
ス
コの
役

割
は
⼀
層
重
要
とな
って
お
り、
その
理
念
を
具
現
化
す
る

ユ
ネ

ス
コ活

動
の

更
な

る
推

進
が
求
め
られ
て
い
る
。


国
内
に
お
け
る
ユ
ネ
ス
コ活

動
の
活
性
化
を
図
る
上
で
、多

様
な

ネ
ット

ワ
ー

ク
の

活
性

化
、認

知
度
向
上
の
た
め
の

広
報

の
強

化
、ユ

ー
ス

（
若

者
）

に
よ

る
ユ

ネ
ス

コ活
動

の
促

進
及
び

ユ
ネ

ス
コ登

録
事

業
等

に
お

け
る

実
施

者
の

主
体

的
か

つ
継

続
的

な
取

組
の

充
実
が
課
題
とな
って
い
る
。

事
業

内
容

１
．

ユ
ネ

ス
コ未

来
共

創
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
の

運
営

10
8百

万
円

(1
08

百
万

円
)

３
．

ユ
ネ

ス
コ登

録
事

業
ネ

ット
ワ

ー
ク

拠
点

運
営

30
百

万
円

(7
百

万
円

)
２

．
ユ

ー
ス

に
よ

る
ユ

ネ
ス

コ活
動

活
性

化
⽀

援
21

百
万

円
(1

5百
万

円
)

ユ
ネ
ス
コ活

動
の
更
な
る
活
性
化
に
向
け
て
、教

育
・科

学
・⽂

化
等

の
各

分
野

に
関

す
る

調
査

研
究
を
実
施
し、

今
後

の
施

策
の

企
画

⽴
案

や
事

業
展

開
に

活
⽤
す
る
。

◆
ユ

ネ
ス

コ活
動

に
関

す
る

調
査

研
究

◆
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
事

務
局

の
運

営
国
内
外
の
多
様
な
主
体
の
連
携
・協
働
を
促
進
す
る
た
め
、ユ

ネ
ス

コ活
動

に
関

す
る

情
報

発
信

や
ネ

ット
ワ

ー
ク

形
成

、各
種

イ
ベ

ン
ト

の
企

画
・実

施
等
を
通
じて
、本

事
業
を
総
括
・推
進
す
る
中
核
的
な
役
割
を
担
う。

◆
ユ

ネ
ス

コス
ク

ー
ル

事
務

局
の

運
営

持
続
可
能
な
開
発
の
た
め
の
教
育
（
ES
D
）
の
推
進
拠
点
で
あ
る

ユ
ネ

ス
コ

ス
ク

ー
ル

を
国

内
で

1,
06

5校
有
す
る
とこ
ろ
、加

盟
審

査
、定

期
レ

ビュ
ー

、研
修

会
や

全
国

⼤
会

の
運

営
、国

内
外

の
ユ

ネ
ス

コス
ク

ー
ル

間
交

流
等

の
活

動
⽀

援
を
⾏
う。

ユ
ネ
ス
コ協

会

⾃
治
体

⼤
学

ユ
ネ
ス
コ

加
盟
国

⽂
部
科
学
省

（
⽇
本
ユ
ネ
ス
コ

国
内
委
員
会
）

NP
O

企
業

⽬
的

ユ
ネ
ス
コ

世
界
ジ
オ
パ
ー
ク

ユ
ネ
ス
コス
クー
ル

ユ
ネ
ス
コ

エ
コパ
ー
ク

３
箇
所

採
択

数
令
和
７
年
度
〜

事
業

開
始

年
度

（
担
当
︓
国
際
統
括
官
付
）

ユ
ネ

ス
コ未

来
共

創
プ

ラ
ット

フォ
ー

ム
fo

r 
20

30

ユ
ー
ス
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